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本研究では、地域に密着した経営を行う企業が成長していくために必要な要因について
明らかにすることを目的としている。そのために北海道札幌の代表的な菓子メーカーであ
る「㈱きのとや」を事例として取り上げている。そしてこの企業の成長プロセスをいくつ
かの時期に分け、経営戦略の様々な視点から分析を行っている。この企業は創業時より、
店舗の立地上の不利益や限定された販売エリア、厳しい競争環境といった様々な困難に直
面してきた。しかし、この企業は、成長過程のそれぞれの時期において、戦略上の対応を
変えることで成長を続けてきた。企業の成長の過程では、戦略ポジショニングの変更と製
品開発を行うとともに、戦略ポジショニングを支える組織能力の構築がすすめられていた。
このように、本研究は、企業がいかにしてこうした直面する問題を克服してきたかについ
て明らかにするものである。
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The aim of this study is to reveal the success factors and growth of a local
enterprise. As an example, this report highlights the management practices of
Kinotoya, which is a local confectionary company based in Sapporo Hokkaido. The
analysis starts by dividing the various growth stages of the company and then
analyzing them from the aspects of corporate strategy. From its initial growth stage,
Kinotoya has faced many obstacles, including a less than ideal location, limited service
area, and fierce competition. However, Kinotoya overcame these obstacles in each stage
by changing its corporate strategy. The process Kinotoya used during its period of
growth was to change its strategic positioning, develop new products, and establish
organizational support capabilities. As mentioned above, this study reveals how a local
enterprise facing numerous obstacles was able to overcome them and prosper. 
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1．問題の所在と研究目的

1.1 問題の所在
北海道の企業のほとんどは、中小企業で占め

られていると言われている（佐藤, 2009）。北海

道の企業を業種でみると、地域で収穫される豊

かな農産物や水産物を活用している企業が多

く、こうした企業は、加工用の原材料として農

水産物を出荷するか、もしくは原材料として収

穫・水揚げされた農水産物を活用して商品開発

をすすめ、製品として販売するといったケース

が見受けられる。それは農水産物の高次の加工

品よりも低次の加工品の方が多いことを意味す

る。この背景には、企業の経営資源が乏しく、

大規模な設備投資ができないため、大量の原材

料を高度加工し、供給体制を整備することが難

しかったという点が指摘されている（佐藤,

2009）。

2009年度の時点では、北海道内の食品製造業

90社、事業所数は321事業所である1）。それら企

業の売上高は企業合計で5,215億2,800万円とな

っており、経常利益は71億6,300万円となって

いる。

このような北海道における企業の成長と存続

には、経営上多くの困難があり、企業の成長を

いかにして図るかが重要な課題となっている。

佐藤（2009）によると、企業の成長は地域資源

がもつ優位性や競争力によってもたらされる場

合もあれば、地域資源の持つマイナス要因やハ

ンディに適応し、これを克服することによって

企業の成長が促進された例もある。そして、北

海道の企業の問題は、道外の企業に比べて販売

力が弱く、技術力も乏しく、起業家精神に欠け、

リスクに挑戦しない姿勢が見られる点にある2）。

1.2 北海道の菓子製造業
北海道においては、地域で収穫される農産物

を活用したお菓子が全国でも人気である。

2009年度のデータでは、洋生菓子、和生菓子

を製造する北海道の事業所数はともに全国で最

も多い3）。また小山・大久保（1993）によれば、

1987年ごろまでに北海道の製造業市場はすでに

成熟化していることが明らかになっている4）。

そしてこの業界は、市場の新規参入が比較的容

易であることも示されている。このため、北海

道の菓子市場においては、地域での企業間競争

が厳しい状況にあると考えられる。同様に、北

海道の売上高指標のデータでは、北海道内の食

料品製造業の従業者一人当たりの売上高を100

とすると、道内菓子製造業の正社員一人当たり

売上高は65であり、菓子製造業は生産性が低い

業種であることが分かる。

2009年度の政府統計によると、北海道におけ

る洋菓子の１事業所当たりの平均出荷額はおよ

そ376億円である5）。洋菓子は従業者数20人～99

人の事業所が最も多く、次いで従業者数４人～

９人の企業が多い。和生菓子については、１事

業所当たりの平均出荷額はおよそ272億円であ

る。そこでは、従業者数４人～９人の事業所が

最も多く、人数が多い事業所になるほど事業所

数は減っている。

また北海道の菓子製造業の特徴としては、以

下の点が指摘されている（小山・大久保, 1993）。

まず、菓子製造業は、食糧品製造業の中では高

次の加工度をもつ分野であり、高度な技能によ

る加工を行う第３次加工品である。次に、製品

の特質として賞味期間が長期のものから短いも

のまで多様性が高く、品質保持・衛生環境保持

に注意を要する。さらに、このような製品の特

質から①機械・生産装置による大工業、②中小

規模のロット生産による地域工業、③熟練手作

業による生業的な地場商工業、という多様な生

産形態が可能な分野である。しかも、補助的・

嗜好的食料品という位置にあるため、市場規模

は限定的で成熟化しやすく、都市需要ないし観

光需要に対応する都市型商工業という性格が強

い。

では、北海道の菓子製造業を主たる事業とす

る企業が、事業の立ち上げから安定的で持続可

能な経営を続け、競争優位性を獲得するために

はどのような要因に目を向ける必要があるのだ



ろうか。ここでは、北海道の地域企業（Local

Enterprise）の中で洋生菓子を製造・販売する

企業を取り上げ、この企業の創業から現在に至

るまでの成長のプロセスを分析する。なお、こ

こでの「地域」とは、塩次（1995）が示したよ

うに、中央（東京圏）から離れた「地方」とい

われる場所のことであり、同時に経済的観点か

ら見て、「生産と消費が比較的に完結して営ま

れる地理的空間」として把握したものである。

本研究ではこの「地域」に拠点を置き、主に地

域の資源を活用して事業を行う企業を「地域企

業」として分析を行う。そして、こうした地域

企業が「どのような時期」に、「どこで」「だれ

に」「何を」「どのように」すれば、成長に向け

て大きくブレイクスルーし、競争優位性の獲得

を成し遂げることができるのかを明らかにす

る。そのために、分析では「なぜ」企業が特定

の戦略を実行したのかについても明らかにす

る。

2．先行研究と本研究の構成概念の検討

2.1 企業に成長と競争優位をもたらす戦略
まず企業は、いかにして企業の成長と存続を

達成するのであろうか。先行研究によると、企

業の成長は、ドメインないし製品・市場の問題

と密接なかかわりを持っており、成長プロセス

やライフサイクルの観点からの分析が可能であ

る。

アンゾフ（1965）によると、企業の成長を支

えるためには、企業は「どのようなタイミング

でどのような市場を対象とし、いかなる製品を

投入するか」に関心を払う必要があるとし、

「製品-市場マトリックス」をもとに企業の成長

における市場と製品との関係性を提示した。

企業の創業から始まる成長のプロセスについ

て、大滝他（2006）は、ベンチャー企業の成長

は、外部環境への適応を志向することというよ

りはむしろ、「意図的な不均衡創造」を志向す

ることによって引き起こされていると指摘す

る。これをマネジメントするためのポイントと

しては、①ドメインの定義、②経営資源の組み

合わせ、③リスクへの対処、があげられる。ま

た金井（1985）は、中小企業を分析し企業がテ

イクオフし一定の成長を確保するためには、ま

ず①有望なドメイン（活動領域）の発見とその

特定化によって、組織多様性に見合った環境を

主体的に創造すること、そして企業が存続して

いくうえで必要な独自能力形成のきっかけづく

りの重要性を認識し、その場を提供することが

重要と述べている。また、②ドメインの特定化

に至るプロセスについて、基本的に２つのパタ

ーンが識別され、またそのパターンによって企

業のスタートアップからテイクオフに至るタイ

ミングが異なっていることを示した。それはつ

まりミンツバーグのいう、意図した戦略

（intended strategy）と実現された戦略

（realized strategy）に沿って説明することが

できるものであり、創業当初から意図した戦略

をとった企業のほうが、創発的戦略を採用した

企業よりもテイクオフが早い、というものであ

る。さらに、③企業の採用する戦略は、ポータ

ーの差別化集中戦略が主流であり、特定の市場

に経営資源を集中させることで、独自性を保持

し他社に対して参入障壁を構築している6）。

企業組織のライフサイクルの視点から成長に

言及する理論では、組織の発達段階には、組織

の規模拡大に伴って４つの特徴がみられるとい

う（Quinn and Cameron, 1983）。４つの段階と

は、たとえば起業者段階、共同体段階、公式化

段階、精緻化段階のことである。そして各段階

での適切な組織マネジメントがなければ、組織

が発展・成長することはない。

また、企業の成長はイノベーションによって

もたらされるという視点がある。イノベーショ

ンに関する理論によると、企業の成長を促進す

る要因として製品開発が重要であり、製品開発

における価値創造の裏側には、多くの場合、何

らかの形でのイノベーション（技術革新）が存

在する（青木・恩蔵他, 2004, p.13）。製品開発

のプロセスとは、消費者のニーズと技術的なシ
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ーズとをマッチングさせる場でもあり、常に市

場受容性を確認しつつ、新たな技術、新たな素

材から新たな製品を生み出すプロセスである。

製品開発が「価値の創造・獲得・維持」という

企業の存続・成長条件に対して何らかの形で貢

献するためには、常にイノベーションの成果を

ベースに新たな価値創造を図りつつ、加えて自

社の独自性を打ち出していく姿勢が重要であ

る。これに関連して原（2001）は、イノベーシ

ョンのプロセスについて次のような点を提示し

た。 それは、①イノベーションはビジョンや

危機意識、自己実現の欲求から生まれる、②社

会や市場の変化の方向、それに適応する技術の

見極めを行って事業の基本コンセプトを定め

る、③ビジョンやコンセプトが決まってからそ

れを実現するために研究がおこなわれる、④必

要な技術の蓄積方法は、既存の技術の応用や外

部からの人材の登用によるものがある、⑤イノ

ベーションによって生み出された製品の顧客層

は限定されているが、市場の反応を見ながら、

製品の改良を続けることで、顧客層を拡大させ

る、という点である。同様に、チェスブロー

（2003）は、企業は企業の成長を支える製品や

サービスを開発する解決策として、自社の能力

では思いつかない製品やサービスを開発できる

知財やアイディア、人材を外部から取り込もう

とする、と指摘する。これは、企業の境界を取

り除くことによって可能となるが、この知財や

アイディア、人材を外部から取り込もうとする

現象を「アウトサイド・イン型オープンイノベ

ーション」という。

2.2 競争戦略における2つの視点
企業の成長について考える際に、市場におけ

る他社との関係についても考慮する必要があ

る。競争戦略においては、現在２つの大きな視

点が存在する。その一つは、自社の事業の競争

優位の源泉を、業界の魅力度とその事業のポジ

ショニングによるものとする立場である。ポー

ター（1979）の理論では、魅力的な業界である

かどうかの判断の手掛かりを提供する「ファイ

ブフォース」の視点と他社との明確な違いを構

築する「ポジショニング」の視点の重要性が提

示されている。彼が提示している「ファイブフ

ォース」は、企業がこれから参入しようと業界

を分析する際に大きな意味を持つが、この視点

はすでに特定の業界に参入をはたして経営を行

っている企業にとっては、競争優位の獲得を可

能にはしない。企業がすでに競争環境の厳しい

業界に参入している場合には、むしろそれ以外

に利益を出せるような何らかの具体策をとる必

要がある。利益を出しにくい業界構造にある企

業といえども、場合によっては好業績をあげて

業界をリードしている企業はあるからである。

そしてその競争優位の獲得ができる企業は、利

益を生むような何らかの「戦いかた」を考案し、

実践していると推測される。そこで、企業間の

「戦い方」の違いを生む方法として「ポジショ

ニング」が重要となる。他社とは異なる戦い方

をいち早く見つけて実行に移すことが、企業の

競争優位の獲得をもたらし、ひいては企業の成

長を促進するのである。

しかし、もう一つ、競争戦略の主要な視点が

提示されている。それは、自社の事業の競争優

位の源泉を組織が保有する資源に求める立場で

ある。バーニー（2001）は、リソース・ベース

ト・ビュー（RBV）の見地から、ポーターの

視点について疑問を提示している。そしてバー

ニー（2002）は、企業が競争優位性を獲得する

ためには、独自の戦略ポジションを見つけ出す

よりも、模倣困難性の高い経営資源（ケイパビ

リティ）を組織内に保持することが重要である

としている。

この考え方によると、他社が容易には模倣で

きない企業の経営資源（ケイパビリティ）は、

組織の日常ルーティンの中にある（楠木, 2010,

P.128）。組織の中での日常業務は、外部の同業

他社からは容易に観察することができない。ま

た、たとえ他社からもその組織の仕事の仕組み

が観察可能であったとしても、見るのと実際に

やるのとでは勝手が違い、全く相手企業と同じ



ような成果をあげることはできないというので

ある。ルーティンとしてのOCの模倣可能性が

低いのには、「暗黙性」、「経路依存性（path

dependent）」、「時間に伴う進化」という相互

に関連した３つの理由がある（楠木, 2010,

p.131）。

このように、企業の成長を可能にするための

競争戦略については、ポーターとバーニーによ

って「ポジショニング」と「ケイパビリティ」

のどちらが最適のフレームワークを提示できる

か、という論争がこれまで展開されてきた（岡

田, 2001）。しかし、こうした対立の構図につい

て、楠木（2010, pp.67-165）は実際の企業事例

に即して見ると、企業にとっては「ポジショニ

ング」と「ケイパビリティ」の何れも重要であ

り、企業にとってはいずれも達成可能であると

考えている。そして彼は「ポジショニング」と

「ケイパビリティ」そして双方の理論を統合し

た「SP-OCマトリックス」の視点を提示してい

る（楠木, 2010, p.146）。

こ れ に よ る と 、 ポ ジ シ ョ ニ ン グ は S P

（Strategic Positioning）とし、マトリックスの

縦軸に配置し、組織能力をOC（Organizational

Capability）と表し、マトリックスの横軸に配

置する。この場合、企業は図１のように示され

る４つのセルの何れかに分類されることにな

る7）。つまり、企業の競争優位のタイプは、同

業他社との関係において、企業の目指す「ポジ

ショニング」が明確であるか不明確であるかと

同時に、企業が保有する「ケイパビリティ」が

強いか弱いかによって分類することができると

いう考え方である。このことから経営戦略上、

SPの獲得が得意な企業と、OCの獲得のほうが

得意な企業があることになる。同時に、そのど

ちらも得意な企業やそのどちらも苦手な企業が

ある。

また、この理論は企業の成長プロセスの分析

において有益な視点を示している。「ポジショ

ニング」の視点では、企業のある時期に限定し、

企業の競争優位をもたらす要因をとらえること

ができる。そのためこの「SP-OCマトリックス」

を利用することで、企業の成長過程における企

業の競争戦略の変化を時系列的にとらえること

が可能となる。

2.3 戦略の形成と転換に関する理論
ここでは企業の成長に必要な戦略の形成と戦

略転換がいかにして起こるのかについて理論的

な検討を行う。戦略がいかにして形成されるの

かについては、２つの視点がある。ミンツバー

グ（1987）によると、「戦略は計画される」と

いうのがこれまでの多くの理論的見解である。

しかし、実際は、知らず知らずのうちに形成さ

れていく戦略もあるとし、後者を「創発戦略

（Emergent strategy）」とよんでいる。つまり、

戦略は、企業の経営者や上級管理職が企業のお

かれている状況から将来を予測し、今後の計画

を示すことによってもたらされるという場合も

あるが、人間は全知全能ではない。むしろ戦略

は現場で組織の一人ひとりが業務を続けるうち

に次第に自己形成されていく、いわば組織学習

のプロセスであると考えられる。さらに彼は、

組織の戦略の方向性が大幅に変更されることは

まれであり、多くの企業は漸進的な戦略変化を

遂げていることを明らかにした。基本的には企

業は、既存の戦略を継続して活用しながらゆっ
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図1．「SP-OCマトリックス」
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くりと変化を遂げている。環境の変化がそれほ

ど変わらない時には、企業は既存の戦略をもと

にした漸進的な戦略変化で対応できるが、環境

は時として劇的に変化するため、その時に生じ

た戦略と現実の環境とのズレを調整するため

に、革新的な戦略転換が図られるという。つま

り、環境の変化の度合いに応じて、環境の変化

が大きい時期には戦略の試行錯誤が求められ、

その後環境の安定化に伴い、戦略の焦点化ない

し固定化が求められるようになる8）。このこと

から、革新的な戦略転換もしくはイノベーショ

ンのきっかけは、環境と既存の戦略のズレが大

きく生じることにあると考えられる。

楠木（2010, pp.67-165）によると、SPは他社

との競争上の位置取りのことである。これは外

部コンテクストとのかかわりから、他社とは異

なる独自のポジションを見つけ「いかに競争圧

力を回避するか」を考えて策定される。SPの

活動の選択について意思決定する場合、経営資

源の獲得や配分が影響を受けるため、SPはじ

っくりと時間をかけて手に入れるものではな

い。一方、OCは他社と戦うための力の強さ

（組織能力）であるため、他社が同じ種類の方

法ないし能力を持ち、互いに戦おうとするとき、

その組織のもつ力の差が企業の競争優位をもた

らすのである。そして、OCは内部コンテクス

トの問題であるため、SPと異なり時間をかけ

て組織内に獲得していくものである。つまり、

戦略によってもその効果の持続時間が異なり、

SPはその企業のポジションを変えることで、

他社に対して効果的な一手を打つことができる

が、その効果の持続時間は短い。一方、OCは

他社に対して強力なパンチを与える能力を獲得

することは時間がかかるが、一度手に入れてし

まうと、それは他社が模倣することは困難であ

る。たとえ模倣が可能であったとしても、先行

してその能力を構築し、補強し続ける企業と対

等に渡り合う組織能力を得ることは難しい。つ

まり、このことはSPの構築は、急速に導入さ

れ、大きな変化として組織内に認識されること

を示している。またOCの獲得には時間がかか

り、漸進的に進行する組織内プロセスの変化と

して認識される可能性を示している。

以上から考えると、企業の戦略策定プロセス

には創発型と計画型がある。また、企業の成長

と競争優位をもたらす経営戦略については、①

漸進的な戦略転換と革新的な戦略転換が存在す

る、②外部コンテクストとのかかわりを重視す

るポジショニングの視点と、組織の内部コンテ

クストの問題として戦略をとらえる組織能力の

視点が重要である、と考えられる。

2.4 研究のフレームワーク
地域企業が成長と競争優位性の獲得を図るた

めにはどうしたらよいのであろうか。これまで

の諸理論をもとに、ここでは本研究の分析を進

めるうえで重要となる視点を提示する。

まず、北海道の菓子製造業にかかわる企業が

競争優位を獲得できる戦略を考えるうえで、以

下の３点が重要である。それはすなわち、①製

品コンセプト（製品に込められた理念、考え方）、

②市場（対象顧客層）の業態別セグメント化

（細分化）、③販売ルート・販売県域の規模・レ

ベルである（小山・大久保, 1993）。

ポーター（1979）による「ファイブフォース」

の概念では、産業内の競争を支配する５要因と

して①新規参入の脅威、②顧客の交渉力、③サ

プライヤーの交渉力、④代替製品や代替サービ

スの脅威、⑤既存企業同士のポジション争いが

ある。そして、これらはどの産業にも最も基本

的な経済特性あるいは技術特性であり、競争要

因を規定するものである。そのため、「産業内

の競争環境に適応する、あるいは自社に有利に

働くように、その競争環境に影響を及ぼすには、

その環境を支配しているものは何かを把握しな

ければならない」のである。

このように、いかなる企業もそれがおかれて

いる業界の特性や競争構造を理解して、それを

考慮したうえで戦略を採用する必要がある。業

界によっては、各企業の新規参入が盛んで競争

が激化しており、企業にとっては魅力に乏しい



業界もある。しかし、バーニー（2001）は競争

が激しく企業にとって魅力の乏しい市場におい

ても、企業や組織の内部要因に基づき、競争優

位性を確保し利益をあげている企業は存在する

と述べている。魅力のある業界であるか、魅力

に乏しい業界であるかにかかわらず、いかなる

業界においても、現在企業がおかれている業界

の状況を理解し、そのうえで自社がとりうる戦

略を策定し、実行することが求められる。楠木

（2010, p.357）は、競争優位の階層の図を示し

た。ここでは、持続的競争優位の源泉を外部環

境に求めることは期待できないとしている。そ

れよりも、組織能力など組織内にあるものが競

争優位を生み出しやすいとしている。

以下の図２では、本研究のフレームワークと

それを構成する概念間の関係を示した。そこで

は、ポーター（1979）の示すような企業の競争

要因を規定する組織外部の要因を「環境要因」

とする。企業戦略は環境要因の影響を受ける。

そのため、環境要因を分析することは、企業が

｢なぜ｣その戦略を採用するかを明らかにするた

めに必要となる。またすでに、企業の競争優位

をもたらす要因として、競争戦略のなかでSP

（Strategic Positioning）とOC（Organizational

Capability）という２つの概念が提示されてい

ることをこれまで述べた。本研究においても企

業の競争優位をもたらすものとしてSPとOCの

２つの視点をフレームワークに取りいれること

にする。

ここでのSPとは企業のとりうる「ポジショ

ニング」のことである。つまり、それは外部コ

ンテクストとのかかわりから「他社と違ったこ

とをする」ないしは「企業として何をやって何

をやらないか」を明確にすることである。言い

換えるとそれは、企業が手掛ける製品や市場に

関する事柄であり、「どこで」「だれに」「何を」

提供するかに関する事柄である。

一方、OCとは内部コンテクストの視点を重

視するもので、企業が組織内に時間をかけて獲

得してきた独自の「組織能力」のことである9）。

ここではつまり「他社と違った能力を持つ」こ

とであり、言いかえると「時間をかけても他社

にとっては模倣困難である日常的な仕事のやり

方」である。またそれは企業が製品を顧客に提

供するために必要とされる手法や知識の事であ

り、経営資源を「どのように」活用するかにつ

いての事柄とも考えられる。坂本（2009, p.150）

によると、OCの分析については、組織が有す

る組織能力を向上させる組織内部のプロセスに

着目すべきである。また、組織がおかれている

環境や組織の状況によって必要とされる特定の

組織能力は異なる。そのためには、「Aの状況

において企業は主としてXに対する組織能力の

ゆえ成功した」という説明をすべきである、と

述べている。これをうけて本研究のOCについ

ては、ある特定の環境下で企業は「どのように」

行動したかという視点で事例を見ることで分析

可能である。

企業におけるSPとOCはともに時間とともに

変化を遂げていくと考えられる。また企業が環

境との適合を達成しようとするため、企業をと

りまく環境が大きく変化する場合に、ある時期

を境に大きなブレイクスルーを達成すると考え

られる10）。つまり、ここではSPもOCもともに

時間軸でみると、それぞれ、ある時期において
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図2．「本研究のフレームワーク」
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イノベーションを達成する可能性が考えられ

る。イノベーションとは、これまでに習慣化し

ているやり方を捨て去り、新しい未来へ向かっ

ていこうとすることができる人々が手に入れら

れるもの、つまりは変革を通じて得られるもの

である（Hargadon, 2003, p.4）。

フレームワークの競争優位については、実際

のところ、分析の中でどのように評価をすべき

か判断が難しい。坂本（2009, p.152）によると、

組織能力の成果を測定することは財務データか

ら直接判断することができないため、組織能力

の分析は、能力が何であるかの定性的な問題に

関わらざるを得ない。すなわち、定性的な問題

とは「組織能力とは何であるか、特にその構成

要素は何であるかの問題につながるものといえ

る。この場合の組織能力の構成要素とは、ルー

ティン、パターン、資源、人材、知識、技術、

ノウハウ、組織学習、個人学習、マネジメント

スタイル、コミュニケーション、エンパワーメ

ント、組織構造などがあげられる。そのためこ

こでは、OCやSPの変化の結果として、「何が」

「どうなったのか」という点で、競争優位性に

ついての評価を行いたい。

以上より本研究では、先ほど示したフレーム

ワークを用いて企業の事例を分析する。つまり、

どの時期に、いかなる環境要因の中で、どのよ

うな戦略ポジショニング（SP）の転換が起こ

ったか、あるいは組織能力（OC）の内容にど

のような変更が起こったかを分析する。これに

より、企業の競争優位をもたらすための戦略上

のブレイクスルーが「なぜ」起こるのか、また

同様に「どのような時期に」、「どこで」「だれ

に」「何を」「どのように」することによって達

成されていくかをみていくことにしたい。

ここでは分析を行うにあたって、北海道に拠

点をおく地域企業の事例として「きのとや」を

取り上げることにする。この企業は地域の資源

を活用した製品を製造・販売しており、製品の

高い品質が評価されている。地域資源活用の例

としては、地元の農作物の利用のほか、2010年

に自社で農業生産法人「きのとやファーム」を

設立し、収穫した果物を利用して製品の製造を

すすめていることがあげられる。またモンドセ

レクションにおいて金賞も数回受賞しており、

朝日新聞「札幌市民のトップブランド2010」ケ

ーキの部において１位も獲得している。同時に、

全国でもテレビ番組や雑誌などのメディアの露

出も多く、北海道の観光資源の一つとして「き

のとや」の製品が紹介されている。

3．製菓会社の事例

3.1 企業概要
「きのとや」は、北海道札幌市に本社を構え

る地域を代表する企業である。この企業は、シ

ョートケーキをはじめとして、現在多様な種類

の洋菓子を製造・販売している。

1983年創業時、この企業は洋生菓子（主にシ

ョートケーキ・デコレーションケーキ）の仕入

れ販売を手掛けていたが、店の立地の悪さから、

スタートアップ当初より苦戦を強いられてい

た。その後は菓子職人を雇い、自社での製造・

販売を手掛けるようになった。また営業や販売

表1．企業概要

（出所：中小企業基盤整備機構　事業承継・知
的資産経営支援室（2009）

「魅力発信レポート2009年版　株式会社　きの
とや」４ページ，および「きのとや」ホームペ

ージをもとに著者加筆・作成）

（株）きのとや

・設立 1983年7月
・創業 1985年12月
・代表者 長沼昭夫
・資本金 3,000万円
・従業員数 250名（2010年11月）
 （準社員・パート・アルバイトを含む）
・売上高 22億3,000万円
 （2010年度6月期実績）
・営業内容 洋菓子製造販売
・関連会社 2001年4月より「きのとや製菓（株）」
 を設立



に力を入れ、洋生菓子の自社配送による宅配事

業に着手するようになってからも、様々な経営

上の努力によって、売上を大きく伸ばしてきて

いる。また、2000年はじめごろから、別会社で

ある「きのとや製菓㈱」を設立している。

北海道における食料品等製造業は、経済不況

の影響が少ない業種であることが既存の調査で

示されている11）。

その中で、図３の「企業の売上高推移」をみ

ると、「きのとや」が創業された３年後の1988

年には、３億８千万円程度であった売り上げは、

1994年ごろまで急速に伸び続け、11億円に迫る

までになった。たが、その後の約７年間にわた

り売上高は、ほぼ横ばいとなっている。その後

2001年より「きのとや製菓」を新たに別会社と

して設立してからは、「きのとや」および「き

のとや製菓」の売り上げがともに伸び続けた。

2009年度には「きのとや」の売上高は21億

4,800万円になり、「きのとや製菓」の売上高は、

５億6,900万円となっている。

売上高の伸びに応じて経常利益も同様に伸び

ているのが理想であるが、この会社の場合、思

うほど利益が伸びていない。図４に示した「企

業の売上高および経常利益の推移」をみると、

「きのとや」の経常利益は1988年には３千３百

万円であった。そしてその後その年によってば

らつきがあるものの、売上高が伸びている1994

年までは経常利益は一定の比率で確保できてい

ることが分かる。しかしその後の1996年に経常

利益は、１千３百万円まで落ち込んだ。しかし、

2000年前後から売り上げが伸び、経常利益も一

定水準を確保している。

3.2 「きのとや」発展の経緯（1983年～
1998年）

「きのとや」社長の長沼昭夫氏は、金融業を

営む義理の父の会社が手掛けている事業に何ら
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図3．企業の売上高推移
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かの形でかかわることはできないだろうかと考

えていた。創業以前の長沼氏は、北海道大学卒

業後、農業に携わり、主に養鶏場で卵の出荷作

業を経験し、その後は札幌に戻り居酒屋の店長、

魚の仕入れ担当、大手スーパーの社員などを経

験している。その後彼は１年間、義理の父の会

社で経営の勉強をしている。それから彼は、義

理の父が、会社が持っているビルの店舗に入居

するケーキ屋を探しているということを知っ

た。そこで自らその店舗を借り受け、よそから

ケーキを仕入れて販売することを決めた。これ

が、お菓子の販売や製造に関して全くの素人だ

った長沼氏が、「きのとや」を始めるにいたっ

た経緯である。店は札幌の白石区（現在の白石

支店）にあり、街のケーキ屋としては立地が悪

く、売上は伸びなかった。

そこで、彼は積極的にケーキの販売をするた

めに、バースデーケーキの注文販売を始めた。

その後の1984年５月からは、デコレーションケ

ーキの自社配送に乗り出した。２年後の1985年

になると、店の売上高が１億円を超えるまでに

なった。長沼氏は「きのとや」を設立すること

にし、長沼氏が取締役に就任した。

その２年後の1987年には、長沼氏は３つの経

営理念と企業ビジョンである「５つの日本一」

を掲げた。ビジョンの内容は、①おいしいケー

キ日本一、②一店舗当たり売上高日本一、③お

客様の満足日本一、④一店舗当たり粗利益日本

一、⑤従業員の賃金日本一、というものであっ

た。同じ年、企業の売上高は２億5,000万円に

伸びたが、このケーキの自社配送は、顧客に画

期的なサービスとして認知され、デコレーショ

ンケーキを配送する件数は年間で１万1,000件

となっていた。その後も「きのとや」の売上高

は、会社設立４年後の1989年で約５億円を上回

る額になった。１店舗当たりの売上高は洋菓子

（出所：「きのとや」における調査をもとに著者作成）
図4．企業の売上高および経常利益の推移



店としては、日本一である。また「きのとや」

は、1993年に売上高では10億円を突破した。

その翌年には、生産能力を増強するため長沼

氏は、札幌市の東苗穂に工場を新たに建設し、

本社機能も同じ場所に移転させた。その後の

1997年には、「きのとや」の売上高が11億3600

万円に達した。この年、「きのとや」は、生産

力の増強に応じて販売先を確保するために、２

号店の琴似店を西区にオープンさせている。

3.3 「きのとや」発展の経緯（1999年～
2010年）

ところがその後「きのとや」の業績は停滞を

続け、2001年ころまでは、会社の売上高はほぼ

横ばいになっていた。そのころ、土産物として

の菓子の製造販売に着目した長沼社長は、1999

年10月に新製品「きのとやスフレ」を製造し、

新千歳空港内にある「日航商事」より販売を始

めた。2000年には「きのとや製菓」が設立され、

スフレの製造販売を専門に行う体制が整った。

そしてこの製品は自社の土産物菓子事業の主軸

となった。2002年には、土産物菓子として「き

のとやスフレ」の販売拠点を５か所にするとと

もに、お菓子をインターネットで販売しはじめ

た。これにより同年の「きのとや」の売り上げ

は再び伸びはじめ、「きのとやスフレ」の売上

は、１億4,000万円を超えるにいたった。

2000年ころから、市内の百貨店から「きのと

や」に対しての出店依頼が増加し始めていた。

また2001年に三越札幌店内に「きのとや三越店」

がオープン、その２年後の2003年には、カフェ

を併設した店舗である「きのとや大丸店」をオ

ープンさせた。出店を依頼した大丸の担当者は、

大丸札幌店が札幌駅前に出店する際に、マーケ

ティングの調査をした結果、「きのとやは札幌

で一番人気のある菓子店である」ことがわかっ

たという。出店依頼に対し長沼氏は、札幌圏に

おいてこれ以上の大型店舗の出店は、今後ない

ことを予想し、大丸への出店を決意した。

同じ年の2003年、「きのとや」では、すでに

浸透していたブランドイメージを道外に伝え、

商品の販売を拡大することをテーマとして掲げ

た。そこで、同社は外部コンサルタント会社と

契約し、これまでに構築されていたサイトのリ

ニューアルを図るなどして、ITを活用したイ

ンターネットによる販売強化に積極的に乗り出

した。サイトの運営・管理は外部の会社に委託

されることになり、当初委託を受けた会社は、

「きのとや」のホームページのログ解析を行っ

た。その結果、すでに構築されていたサイトは、

検索エンジンではヒットせず、多くのサイト来

場者がURLを直接入力していたことが判明し

た。「きのとや」のブランド認知度やブランド

力が高まっているにも関わらず、販売サイトの

内容や仕組みは顧客にとって使い勝手が悪く、

不便なものであったのである。その後の段階で

行われたテストマーケティングののち、サイト

のリニューアルが図られ、現在に至っている。

このサイトは「きのとやオンライン」といわれ

るものであるが、これによって、インターネッ

トを通じて本州など、より遠くの顧客にも商品

を届けることができるようになった。

2004年以降「きのとや」は、北海道という地

域の資源を活用した魅力ある商品づくりを進

め、「地域資源を活用したブランドづくり」に

取り組み始めた。これは道外の顧客に対して自

社の商品をアピールすることがねらいである。

そのため長沼氏は、認知度のある「札幌」ブラ

ンドを活用しようと考え、2004年２月に「きの

とやスフレ」は「札幌スフレ」とブランド名を

リニューアルされて新たなスタートをきった。

続いて2005年４月、北海道ブランドの一つとし

て知名度の高い「北海道大学」ブランドを活用

して、土産物菓子「札幌農学校」（ミルククッ

キー）を製造し、北海道大学の生協内で販売し

た。こうした試みや、インターネット販売の導

入や相次ぐ出店によって、2005年の「きのとや」

の売上は15億円を超えた。2006年には、東苗穂

の本社と工場が増築された。また顧客からの注

文は本社併設の受注センターで一括受注するこ

ととなった。さらに、製品のイメージ向上を狙
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って、製品パッケージの改良も行っている。生

産量の拡大が可能になった2007年には、丸井今

井本店内に店舗を出店し、話題となった。2008

年には「札幌農学校」が「モンドセレクション

2008」を受賞し、それ以降３年連続同じ賞を受

賞している。そして同じ年の配達件数は年間10

万件に上った。

またこの年から、なお一層ネット販売やブロ

グでの紹介に力を入れるようなった。その結果、

2009年には販社を含む全体の売り上げ（スフレ

を扱う販社を含む）は約27億円になり、翌年

2010年６月期には、29億円強に達している。

2010年には北洋大通りセンター１階に大通り公

園店を開店した。

「きのとや」は、ケーキの自社配送サービス

によって成長を続けてきたが、この時期までで

「きのとや製菓」をふくめると、店舗での販売、

自社配送、お土産店での販売、通信販売という

４つの販路を確保したことになる。それによっ

て、2009年頃には、グループ売上高はおよそ27

億円（単体売上高21.5億円）となった。そのう

ち店舗販売を通じた商品の売上高は約17億円

（きのとやスフレを含む）であり、ケーキの自

社配送では、年間配送件数が15万個で売上高が

約４億円となっていた。同様に、企業の通信販

売での売り上げは約４億円（うちネット通販は

１億円）であった。「きのとや」の経常利益も、

1999年６月の段階で3,800万円であったがその

後増加し、2009年６月に１億800万円まで増加

した。こうして、企業規模の拡大に伴い、2010

年６月現在では売上高22億3,000万円、従業員

数は250名（準社員、パート、アルバイトを含

む）にまでなっている。

4．事例分析

4.1 フェーズⅠ：1983年～1998年
4.1.1 環境要因

戦前から北海道には「千秋庵」をはじめとす

る老舗菓子店がある。また帯広の「六花亭」な

どのように、戦後から創業された会社も多く存

在する。このように、以前から北海道には和菓

子を中心として菓子の製造・小売りを行う老舗

菓子店があった。

菓子製造業を主とする事業所の創業年度調査

（小山・大久保, 1993, p.152）によると、北海道

内では1945年までは市部より町村での創業が多

く、それ以降は札幌などの市部での創業が多い

ことが分かる。その原因は、人口の移動や都市

機能の変化、都市部に広がったグルメブームな

どがある（小山・大久保, 1993, p.153）。そうし

た中で、「きのとや」は北海道の菓子製造業者

としては市場に後発で参入した企業となる。

1992年から1993年にかけて実施された調査で

は、北海道の市部・都市部ともに和菓子を単独

で製造する事業所が最も多く、次いで洋菓子を

単独で製造する事業所が多い。また和菓子と洋

菓子と菓子パン類などの複合業態の事業所も多

い（小山・大久保, 1993, p.152）。

またこの業界は、少ない従業員数で多品種少

量生産を行う企業が多い。市部では、多品種少

量生産を行う企業が最も多く、次いで注文生産、

少品種大量生産、多品種大量生産の順になって

いる。町村部では、注文生産が最も多く、次い

で少品種大量生産・多品種大量生産が多く、多

品種大量生産はわずかである。生産品目数では、

市部の事業所の多くは１～20品目が最も多く、

次いで21～40品目、41～60品目の順である。町

村では１～20品目が最も多く、41～60品目、21

～40品目の順となっている（小山・大久保,

1993, p.156）。町村で「少品種大量生産」が行

われる理由には、村おこし製品としての菓子を

製造する場合は、品目を絞って相当量の生産を

行う傾向があるためとみられている。また市部

では、需要の多様化や需要の変化が激しいこと

から、企業は「多品種」に対応できる生産能力

を有することが求められている。そのため、市

部の企業では、高い技能を有する菓子職人を確

保するだけでなく、生産量を確保できる相当数

の人数を雇用する必要があるとみられている。

北海道の菓子製造業界では、食品以外への多



角化を行う企業は少ない。また、製品のライフ

サイクルの関係からか、町村部よりも市部の企

業の方が商品開発への意欲は高い。こうした企

業の売れ筋商品は、土産物としての位置付けの

ものが多く、どの購買層にも好かれ、かつ地域

性・独創性が感じられ、ネーミングや日持ちの

するものが多い。開発においても土産を意識し

た商品開発がすすめられていると考えられる

（小山・大久保, 1993, p.161）。ところが、多く

の企業が土産物という商品のコンセプトを意識

しているにも関わらず、市部の実際の顧客層は、

地域の一般個人消費者が最も多く、次いで一般

消費者と観光客となっている。町村部ではその

逆の順になっている。

販売圏域については、その企業が立地する市

町村内での販売を行う企業が大半であり、その

ほかには道内もしくは道外での販売を行ってい

るところがやや見られる。また販売チャネルで

は、町村部では直営店舗による一般直売をとる

企業がおよそ半数であり、次いで、直売と他の

数社に卸・委託を行うところが25％近くある。

市部では、直売と他の数社に卸・委託を行うと

ころが最も多く、35％近い。また直営店舗によ

る一般直売をとる企業が30％程度であり、多数

の会社に卸し・委託しているところが20％程度

である（小山・大久保, 1993, p.164）。市部の企

業では、道内のスーパーや百貨店のテナントに

出店することには意欲的な企業が多いが、町村

部の企業ではこの傾向は見られず、全体的に販

売チャネルを拡大することには消極的である。

北海道の菓子業界は、市場が成熟しており異

業種からの新規参入も容易である。またさらに、

代替品の脅威も大きい。市部では「街のお菓子

屋さん」が若年層や高年層の日常品としてのお

やつを販売している（小山・大久保, 1993,

p.167）。札幌などの都市部でお菓子を購入する

顧客は、「日々のおやつ」としてのお菓子をス

ーパーやコンビニ、百貨店などの様々なチャネ

ルで購入することが可能である。このため、こ

の業界は常に代替品の脅威にさらされている。

よって、業界では企業間の競争が厳しく、そこ

に参入している企業にとってはうまみの少ない

市場であったと推察される。

4.1.2 戦略ポジショニング（SP）
一般的に「街のケーキ屋さん」という存在の

店は、人通りが多く、立ち寄りやすい場所に出

店される。そうした店には、日々の「おやつ」

としての利用を目的とする若い女性や子供をつ

れた顧客が来店することが多い。しかし、「き

のとや」はそうした従来型の「ケーキ屋」とは

異なり、札幌の商業エリアからはなれた地域に

店を構えた。たまたま義理の父より店舗を引き

受けたことが、出店のきっかけであった。また

長沼氏は、そもそもケーキ職人でもなく、これ

まで洋生菓子を扱う経験はなかった。

彼は、入手可能な経営資源である店舗を活用

して「仕入れたケーキを売る」ということから

事業を開始した。しかし、戦略ポジショニング

については「どこで」「何を」売るかというこ

とは決まっても、「だれに」売るかというとこ

ろでは、明確な戦略的意図をもっていなかった。

よってこの時点での「きのとや」のSPは、「仕

入れたケーキを郊外の店に来る客に販売する」

であると考えられる。その結果、「きのとや」

は競争優位性を獲得することができなかった。

「街のケーキ屋」として、この時点での出店戦

略は誤りであった。

しかし長沼氏は、そのSPによる不利益を克

服しようとしている。創業してから半年後の

1984年には製品の魅力度も重要と考え、他店か

ら実力のあるパティシエを引き抜き、自社でケ

ーキの製造ができる体制を整えた。しかし、依

然として売上が低迷していた。そこで最も需要

の取れそうな１才児向けのバースデーケーキの

予約販売を始め、他社との商品の差別化を進め

ようと試みた12）。また注文を取るために、長沼

氏は営業マンを雇い、営業に力を注いだ。これ

はケーキ業界では前代未聞の試みであった。

この営業力の強化によって、次第にデコレー

ションケーキの注文を増やしていく事が可能と
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なり、創業から２年目にはクリスマスケーキの

予約が2,000個入るまでになっていた。これに

手ごたえを感じた長沼氏は、続いてデコレーシ

ョンケーキの自社配送という画期的な販売手法

を実施した。ケーキの自社配送を行う企業は全

国的に見ても、この当時は「きのとや」だけで

あった。店に買いに行かずとも、約束の時間に

約束の場所にケーキをとどけてくれるというこ

のサービスは、大成功をおさめ、「きのとや」

の知名度と人気を高めていった。あわせて、

「宅配ケーキのお店」として口コミや雑誌、テ

レビでの紹介がされるようになった。

デコレーションケーキを注文する顧客は20代

後半から30代の子供が生まれたファミリー以上

の層で、子供の一歳のお祝いに、バースデーケ

ーキとして初めて注文する場合が多い。またこ

れに満足してもらえたことにより、その後も、

家族のお祝い事の際に利用してもらえるように

なった。また、自社配送による宅配で有名にな

った「きのとや」は、店舗においても来店客数

を増やしていくことに成功し、店舗ではショー

トケーキが売れ筋商品となっていた。長沼氏は

次のように語っている。「マーケティング的な

視点を取り入れて、お菓子づくりをしていたら、

結果的に新たな市場が見つかりました」13）。そ

の甲斐あって、売上高は1994年まで急激に伸び

続けた。

そこでそこの時期の「きのとや」は、「店舗

や自社配送を通じて、自社で製造した新鮮でお

いしいショートケーキや「ハレ」の日のデコレ

ーションケーキをファミリー層に提供する」と

いう新たなSPを構築しているといえる。

4.1.3 組織能力（OC）
「きのとや」は、ケーキの「鮮度とそれによ

るおいしさ」にこだわりを持とうと考え、ケー

キの自社製造をはじめた。この製造機能の内部

化は、安定的に商品の質と量をコントロールす

るために必要なことであった。

ショートケーキやデコレーションケーキなど

の洋生菓子はもともと利益率の低い商品である

が、その原因は洋生菓子という商品の性質上、

「日持ちがしない」ことにある。洋生菓子は、

消費期限が短いために、その日に売り切ること

が理想であるが、その日の売れ残りについては

廃棄処分され、大きな損失が生じる。そこで、

企業はその日の売れ行きを予想し、製造する個

数をロスのないよう工夫するのであるが、洋生

菓子は顧客の動向がつかみにくく、その生産予

測が難しい。

こうした消費期限の問題のほかに、お菓子業

界では、生産方式に関する問題点も抱えていた。

当時、菓子の大量生産においては、まとめて同

種の製品を生産する「バッチ生産」という方式

が一般的であった。そしてその作業のためには、

ベルトコンベア生産方式が導入されていた。こ

の方法は、少品種大量生産において有効な手法

である。これによって企業は、商品を一度に

「まとめて作る」ことと「手間をかけない」こ

とが実現される。

しかし、多品種少量生産を行う企業にとって

この生産方式は、問題点も多かった。第一に、

見込み生産を前提とするため、仕掛品や在庫が

たまることがあげられる。第二にそれによって

商品の鮮度がおち、高品質の実現という点で問

題が生じる。仕掛品や在庫がたまる場合、菓子

製造業界では、製造過程でたまった半製品や在

庫に対して冷凍や薬品による保存技術を用い

て、商品の日持ちをコントロールする方法が一

般的となっていた。本来ならば、おいしさを追

求するためには、顧客の購買行動と消費行動を

合わせて考え、顧客が口に入れる瞬間にあわせ

て、店頭でできるだけ新鮮なものを提供できる

ような生産方式を採用することが求められる。

第三に、ベルトコンベア生産方式では、一番作

業の遅い人に合わせて作業が進むため、個人の

熟練技術を生かせないことから、生産性の低下

が課題となってくる。最後に、人間を機械の一

部として扱うため、そこで働く従業員のモチベ

ーションが低下することがあげられる。

他の企業と同様に、「きのとや」では、1994



年頃までは商品の製造過程において、「バッチ

生産」を導入していた。そこではベテランの職

人を中心として小規模のコンベアなどを使い、

新人・若手の社員が流れ作業の中で単調な作業

を繰り返していた。また１アイテムごとに、企

業が半日で売りきる数量を予測して、その数量

をまとめて製造し店頭に並べていた。

しかし、この生産方式はきのとやにとっては

最適な方式ではなかった。社内では、商品の生

産・販売予測がつかないため、商品のロスが多

くなっていた。そこで、その解決策として注文

販売や自社配送による宅配が実施された。長沼

氏によると、「事前に予約注文を取っておけば、

つくったものが必ず売れるので捨てなくてよ

い」からである14）。

こうして「きのとや」は生産方式の問題点を

克服したかに見えたが、その後、注文販売や自

社配送による宅配事業の成功によって社内でケ

ーキの生産量が増えるにつれ、再びこれまでの

生産方式の問題点が明るみに出た。それはこの

方式は、「きのとや」が採用している多品種少

量生産に向いていないということである。そも

そも、洋生菓子はその性質上、多品種少量生産

が求められ、顧客の誕生日や贈答用など、顧客

の求める用途・仕様は多岐にわたるとともに、

季節に応じて扱う材料や生産量も異なる。この

ため、会社としても顧客のニーズや売れ行きの

変化に応じて、その都度単品生産を行う必要が

あったのである。つまり、「きのとや」では、

プッシュ型のマーケティングではなく、プル型

のマーケティング戦略が求められていることが

分かったのである。

そのため、「きのとや」では、生産技術のイ

ノベーションを図ることにした。1995年頃、長

沼氏はフレキシブルに生産量を調整し、多品種

少量生産を行うため、イノベーションを推し進

めた。具体的には、トヨタ自動車出身のコンサ

ルタントを招聘し、「ジャスト・イン・タイム

生産方式（JIT）」を菓子創造業界で初めて導入

することを決定した15）。それは、作り置きをせ

ず「売れるときに売れるものを売れる数量だけ

作る」ことを目的とした生産方式である。本来、

この生産方式の本質は、最終組立拠点からの引

っ張り（プル）方式であり、生産予測に基づく

押し出し（プッシュ）方式ではなない。つまり、

この生産方式はゼロ在庫・高品質・短納期を実

現することができるうえ、消費者ニーズの多様

化に対応するために必要な多品種少量生産や変

種変量生産を、大量生産の場合に劣らない低コ

ストで可能にする（中村, 2006）。そのため、こ

の方法は多品種少量生産を行う「きのとや」に

とっては最適な方法であった。

また、「きのとや」では、JITの生産方式を

発展させた「セル生産方式」のもとで生産がす

すめられている16）。この方法は、ベルトコンベ

アを部分的あるいは全面的に撤廃した生産方式

であり、一人ないし数人の作業者が一つの製品

をつくり上げる自己完結性の高い自律分散型の

生産方式である17）。つまりこの生産方式では、

技術的に熟練した社員が全工程に責任を持って

精密な作業を行うことができるため、手作りで

精密な作業を行うケーキの製造には向いてい

る。

このようなイノベーションの導入によって

「きのとや」の生産プロセスは大きく変わった。

具体的には「きのとや」では従業員それぞれに

完成までの一連のプロセスを担当させる方式を

とっている。そこでは、１時間単位で、１チー

ム３-４人ごとに５-６品をおよそ10個ずつうけ

持ちで作り、これを一日に何度も繰り返してい

る。また、製造の「スタンダードタイム」を計

算して、商品を製造するために最低限必要な人

員を配置し、生産コストに無駄が生まれないよ

うに工夫した。同時に、「カイゼン」によって

従業員が自ら考えて提案し、その意見を聞き入

れる工夫をしている。これによって、作業プロ

セスでロスを減らすための提案も行われた。そ

の結果、作業をするテーブル上に工具をおく棚

を設置し、必要な器材や道具をすぐ手に取るこ

とができるような、オリジナルの作業台が考案
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され実用化された。また、配送についてもJIT

に連動して、センター工場と各店舗の連携を行

い、作りたての製品を一日に数回に分けて、自

社の車両で配送するシステムを構築している。

こうして、「きのとや」は、「必要なものが、

必要な時に必要なだけ指定の場所に供給される

システム」である「JIT生産方式」の導入と、

「可能な限り、全行程を一人の作業者がすべて

行う」という「セル生産方式」、さらには提案

制度としての「カイゼン」を導入している。

4.2 フェーズⅡ：1999年～2010年
4.2.1 環境要因

すでに北海道の菓子業界は、成熟市場となっ

て久しい。少子化の影響で、デコレーションケ

ーキの市場は長期的に縮小傾向にある18）。また

売れ筋商品のサイズも小さくなっている。また

町村部では過疎化の影響のためか、札幌の中心

部へ新規出店をする企業が増加する傾向にあ

る。そのため、最近では札幌で「街のケーキ屋」

として洋生菓子を製造・小売りする企業数はお

よそ200店まで増えてきた。そのために、競争

が激化し、洋生菓子市場では限られた顧客をタ

ーゲットに、店同士でパイの食い合いが繰り広

げられていた。

北海道の菓子製造・販売にかかわる企業をみ

ると、その多くは土産物用のお菓子やギフト商

品を得意とするところがほとんどである。さら

に、北海道の企業は、今までよりも遠方の企業

との競争を強いられるようになった。道外の企

業による札幌圏への出店も相次いだことや、イ

ンターネットなどの情報ネットワークの進化に

より、顧客は気軽に本州に拠点のある菓子店の

菓子を通信販売によって、購入することが容易

になってきていたのである。このように、「き

のとや」を取り巻く業界環境は厳しく、以前よ

りもますます成熟市場における競争の激化を余

儀なくされている。

4.2.2 戦略ポジショニング（SP）
「きのとや」は、この時期から商圏に対応し

た戦略を取り始めている。そもそもこの会社は

洋生菓子を扱う「街のケーキ屋」であり、基本

的には鮮度が勝負のショートケーキ、デコレー

ションケーキといった菓子を主に製造・小売販

売してきた。店舗では、ショートケーキが主要

な売れ筋商品であり、自社配送による販売の場

合においても、同様にデコレーションケーキ・

ショートケーキが中心に扱われている。しかし、

工場で生産された洋生菓子は、その日のうちに

商品を自社の配送車で届けられるエリア（この

場合札幌市内および近隣地域）へ販売すること

しかできない。このように、「きのとや」は商

品の特性上、特定のエリアに限定した差別化集

中戦略を余儀なくされており、このことが1990

年代後半から売り上げの伸び悩む要因となって

いた。

このころ、本州では、北海道のお土産ブラン

ドが人気となり、百貨店で開催される北海道フ

ェアへの出店依頼が相次ぐ状況となっていた。

全国各地のデパートで開催される北海道物産展

では「スイーツ」が主役となっている。こうし

た「スイーツ」といわれるお菓子は、比較的日

持ちがするもので、中心価格帯は500円～1000

円前後と手に入りやすいものとなっている。

長沼氏は、こうした動向を考慮し、東京や大

阪などの道外各地にまで販売エリアを拡大する

必要性を認識しはじめていた。そのため、道外

の顧客（主に観光客）に自社のお菓子を届ける

には、まず①４～６日程度まで日持ちのする菓

子を開発すること、②持ち運びのしやすい形・

包装を開発すること、③これまで以上に大量に

生産数を確保すること、が必要であると判断し

た。そのため、土産物の主力商品として「きの

とやスフレ」（後のさっぽろスフレに改名）が

生産・販売されている。しかし、従来の工場の

体制では製造・販売の点で対応できず、2001年

４月に土産物菓子の製造卸である「きのとや製

菓」を立ち上げた。このことから、「きのとや」

は、別会社を通じて役割分担をすることにより、

土産物としての流通チャネルの構築を図り、菓

子の売り上げを増やすことに力を注ぐことがで



きるようになった。また「きのとや」は、同時

期に札幌市内百貨店への出店も次々に行ってい

る。よって、この時期は新たに「観光客をター

ゲットに、土産物としてのお菓子を空港などの

お土産店で販売する」というSPが追加されて

いる。

その後この菓子は「フレッシュスイーツ」と

いうカテゴリーに区分された。その中にはたと

えば、スフレやプリン、タルトなどがある。

「フレッシュスイーツ」の販売先は、直営店の

ほか、日本各地の百貨店（物産展を含む）およ

び高級スーパー、空港などのお土産店に限定し

ている。そして軽くて日持ちがするため土産

物・贈り物に最適なマドレーヌや・クッキーは

「焼き菓子」・「ギフト」として分類し、主に

直営店やお土産店で贈答用のお菓子や観光土産

として販売されることになった。また、このこ

ろ道内の百貨店へ出店やカフェのオープンがあ

いついで行われ、店頭による販売チャネルの拡

大が図られている。

また同社は、2003年以降、通信販売に力を入

れるため、インターネットでの商品の紹介や注

文の受付を行うサイトを開設し、全国の顧客を

相手に「フレッシュスイーツ」や「焼き菓

子」・「ギフト」を販売できる体制づくりを整

えていった。

このように、これまで「きのとや」は、扱う

商品の内容を増やし、土産物や通信販売にも耐

えうる菓子の開発を行ってきた。それにより

「きのとや」では、「土産物」と「高級なギフト」

というブランドイメージの定着を狙ってきた。

以前は菓子生産の割合は洋生菓子：焼き菓子の

比率で65：35であったが、2009年の報告では、

「今後は焼き菓子比率をあげて50：50の割合に

していきたい」19）という。

以下の図５は、2009年現在の「きのとや」が

想定する商圏とそれに対応した商品を示したも

のである。

これをみると「きのとや」では①店舗、②自

社配送、③お土産店、④通信販売の４つの流通
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経路によって商品を販売している。このことか

ら、この時期は、「全国の顧客に日持ちのする

商品を、通信販売を通じて販売すること」とい

うSPが新たに構築されていると考えられる。

「土産物」と「高級なギフト」としてのイメ

ージ戦略が功を奏してか、この時期の店舗販売

における主要顧客は、いわゆる「街のケーキ屋」

に来店する客層とは異なっている。「きのとや」

の場合は、来店客の半分以上が男性客であると

いう。日中はスーツを着た年齢の高い、男性ビ

ジネスマンが半数以上を占めており、仕事関係

の相手先に持っていく物として「焼き菓子」・

「ギフト」や「フレッシュスイーツ」を買い求

めることが多い。同様に、夕方からは「自家用

のケーキ」（ショートケーキ・デコレーション

ケーキ）を購入する顧客も増え始めるが、やは

りその大半がスーツを着たビジネスマンである

という。

このように、「きのとや」は「焼き菓子」・

「ギフト」や「フレッシュスイーツ」に力を入

れ、流通チャネルの拡大を図りながら、本州な

ど道内外に居住する親戚や知人に商品を贈る顧

客をターゲットにすることで成長を続けてき

た20）。これをすすめるためには、北海道という

地域のブランドイメージを活用し、さらには北

海道産の原材料の利用をアピールすることも必

要であった。つまり、「きのとや」は地域資源

の活用によって、企業の独自性を高め、限定さ

れた地域における差別化集中戦略からの脱却を

図ろうとしてきたとみられる。

4.2.3 組織能力（OC）
「きのとや」のゆるぎない価値は「手作りの

おいしさ」と「北海道の新鮮な原料を使用する」

という点にある。そこで差別化のポイントとし

て、①徹底して原材料にこだわる、②作りたて

を提供する、③決して手間を惜しまない、こと

が重要とされている。①の原材料については、

地産地消を心がけ、北海道産の新鮮な材料を使

用することとしている。また、常に原材料はそ

の日に使う分をその日に仕入れている。そして

②については、最も日持ちのしないショートケ

ーキやデコレーションケーキは、作りたてを販

売することを目標とし、少なくとも製造から24

時間を超えると廃棄処分とすることを厳守して

いる。また③については、通常、手間暇をかけ

て作るほど、ケーキはおいしくなるというのが

業界の常識である。「きのとや」は、人による

生産に依存することにより、商品の製造に手間

暇をかけることができるのである。その結果

「きのとや」ブランドはおいしさの点で顧客に

評価されている。

しかし、このような取り組みを行えば、企業

には生産時間やコストが負担となってくる。ま

してや「きのとや」のような多品種少量生産を

すすめる企業にとっては、本来ならばできるだ

け、手間暇と時間をかけずに低コストで生産し

たいところである。そこで、「きのとや」は商

品の製造には手間暇をかける点については妥協

せず、一方で、短納期の実現・製造原価の低

減・作業時間の効率化を実現できる工夫を日々

の「カイゼン」のなかですすめている。たとえ

ば、「製造原価の低減」としての取り組みでは、

これまでに培った需要予測をもとに、その日に

時間単位で生産する商品の種類や数を決め、作

りすぎの無駄や売り切れによる機会損失を減ら

すように心がけている。また社内では、従業員

レベルでの「カイゼン」をすすめるために、

「改善提案書」の作成を奨励している。これは、

一人の社員が日々の些細な仕事上の工夫や気付

きを、直属の上司に相談してまず実行してみる

ことから始まる。続いて、社員が日々の業務で

生まれた創意工夫を、毎月数件の「改善提案書」

という形で上司に提出し、上司が推薦した内容

を社内で議論する。その結果、よい提案につい

てはその提案を行った社員に、報奨金が与えら

れるという制度である。

たとえば、ショートケーキを担当する「ショ

ートチーム」では、女性社員が改善提案書の改

善提案欄において次のような提案をしている。

その内容は「イチゴのオムレットに飾るチョコ



シートですが、その都度手で割ってのせていま

したが、うまく割れません。チョコシートが完

全に固まってしまう前にカットすることで、ロ

スも出なくカット面もきれいになり、ラインの

作業も短縮されました。」というものであった。

この改善提案の仕組みによって、社員の日々の

モチベーションも向上し、会社の「作業時間の

効率化」や「製造原価の低減」が進んでいる。

ところが、こうした企業の取り組みは、市場

ニーズの高まりと急激な生産量の増加には対応

できない場合もある。「きのとや」は2001年４

月にきのとや製菓株式会社を設立することによ

って、新たな主力製品である「きのとやスフレ」

を製造・販売できる能力を確保している。また

その後2005年に発売開始されたミルククッキー

「札幌農学校」は、土産物としての新たな主力

商品となり、この菓子を増産する必要に迫られ

ていた。しかし従来の生産設備の中で、従来通

りの手法で製造するのでは、急激な注文の増加

に対応できなかった。そのため、工場設備の改

善を目的として、東苗穂の本社と工場が増築さ

れている。下の図６に見られるように「きのと

や」は、今後、ますます手作りの良さを維持し

ながら効率的な量産システムを構築し、「多品

種少量生産」から「多品種大量生産」へと生産

をシフトさせていくことを目指していくとい

う。

「きのとや」が企業として成長していく上で、

流通チャネルは重要な役割を果たしている。

「きのとや」は、これまでいくつかのチャネル

の構築をすすめてきたが、その際チャネルの開

放性と商品の日持ちがチャネル構築の大きな要

因となっていた。これについて下の図７をもと

に説明する。

「チャネルの開放性」とは、企業の流通チャ

ネルの直接的な支配力がどこまで及ぶかという

ことを意味する。狭いチャネルでは、自社流通

網の活用が行われ、広いチャネルでは他社の流

通網の活用が行われることになる。「商品の日

持ち」とは、商品の品質を保持できる期間のこ
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とをさし、日持ちがしない場合には消費期限が

製造後24時間以内であることとしている。また

日持ちがする場合とは、消費期限が製造後24時

間以上となっているものとする。

「きのとや」が街のケーキ屋としてのポジシ

ョンを志向している場合、商品の日持ちはせず、

チャネルの開放性は狭い。そのためチャネルの

種類としては、店舗販売・注文販売に加えて、

自社配送がみられる。またこの場合、都市部の

顧客を主なターゲットとするため、多品種少量

生産方式が活用されている。

しかし、後に多くの市場シェアと売り上げを

確保するためには、日持ちのする商品を開発し、

チャネルの開放性を広くすることが求められ

た。そのため、チャネルの種類では、お土産店

や通信販売の確保が必要であった。この場合、

これまでの多品種少量生産に加え、全国の顧客

へとターゲットを拡大するため、急激な注文の

増加にも対応できるよう、多品種大量生産方式

を実現することが求められているとみることが

できる。以上から「きのとや」は、地域を限定

せず積極的に戦略展開をすすめる企業であり、

それを可能にしたのは生産方式における新たな

工夫と新商品開発であったと考えられる。

こうしたチャネルの拡大とは別に、近年、長

沼氏は過疎地域から多くの「街のケーキ屋」が

札幌へ出店していることに憂慮し、そのために

激化する札幌圏でのパイの食い合いを緩和しよ

うと対策を考えている。その対策とは、地域を

「スイーツ王国札幌」として認知させ、スイー

ツの産業集積として札幌の製菓会社と地域を発

展させることを目指すというものである。札幌

を「お菓子がおいしい街」で有名にし、全国の

顧客にむけた観光資源の一つとして札幌のケー

キを活用しようとしたのである。長沼氏はその

ために、札幌商工会議所や地元の観光協会を巻

き込み、2005年11月、「スイーツ王国札幌推進

協議会」を発足させ、「きのとや」はこの幹事

会社となった。長沼氏は、自社だけでなく、他

社と結びつき、地域の情報を発信することで、

地域ブランドを活用し、地域としての競争力を

構築しようとしている。地域ブランドを活用す

図7．「きのとや」のチャネル特性



るためにすすめられる外部とのネットワークを

構築する能力、および情報の発信能力は、「き

のとや」のOCとなる部分であると考えられる。

そして2006年以降、お菓子の街札幌を大々的に

PRする狙いから、「さっぽろスイーツコンペテ

ィション」を毎年実施し、「さっぽろスイーツ」

を発表している。そして2009年には「さっぽろ

スイーツ」をテイクアウト・イートインするこ

とができる「札幌スイーツカフェ」を人通りの

多い、札幌駅から徒歩10分の地下街にオープン

した。地域の活性化を狙うとともに日本国内で

ケーキのおいしい街として、札幌の認知度を高

め、「ケーキを食べに札幌に行く」という観光

客を見込んでいる。

4.3 事例分析のまとめ
4.3.1 フェーズⅠの特徴：1983年～1998

年
以上をもとに、この時期の「きのとや」の成

長と競争優位獲得のための戦略転換のプロセス

についてまとめる。創業時、「きのとや」の戦

略ポジショニング（SP）は、「他社で仕入れた

ケーキを郊外の店に来る客に販売する」という

ものであった。しかし、その後仕入れたケーキ

ではなく「自社で製造したおいしい新鮮なケー

キ」を販売することを目指し、職人を外部から

よんでケーキの製造を始めた。しかし、この当

時のバッジ生産方式による製造では、販売予測

が立てにくいうえに、鮮度が損なわれてしまう

ことが問題となっており、この問題を少なくす

るために、ケーキの注文販売や自社配送による

宅配を始めている。この宅配はケーキ郊外店と

しての不利益を克服することができるというメ

リットも生み出した。またケーキの宅配が「き

のとや」の知名度を上げ、「宅配ケーキのきの

とや」という独自の戦略ポジショニングを確立

することができた。また会社の知名度が上がる

につれ、不便な立地にもかかわらず、店舗の来

店客も獲得することができるようになった。

その後、日々繰り返される市場での失敗と成

功の経験から、この企業の場合ターゲットは、

一般的な洋生菓子店のターゲットである家族や

若い女性ではなく、「ハレの日のケーキを自宅

で待ち望むファミリー層」であることがわかっ

てきた。そこで、この時のSPは「店舗や自社

配送を通じて自社で製造したおいしいショート

ケーキや「ハレ」の日のデコレーションケーキ

をファミリー層に提供する」という内容へと変

化したとみることができる。その後、多品種少

量生産を行うための生産方式の革新が行われて

いる。

以上より、「きのとや」の戦略変換にはいく

つかの点が指摘できる。まず①「郊外エリアで

の店舗販売と製造の外部委託」という戦略上の

失敗があり、そのことが後の、②「商品の自社

製造の開始」というOCの構築につながってい

るとみることができる。また、製造によって、

商品の鮮度・ロスの問題点」が認識されるよう

になった。この問題点を解決するために、新た

な販売戦略を採用し、③「店舗販売・注文販

売・自社配送」というSPを確立し、市場での

差別化により競争優位性を獲得することができ

た。しかし、売上と生産数が伸びるにつれ、従

来の工場では生産数を確保できなくなってい

た。その後、それによって、鮮度維持とロスの

削減に注目し、「JIT」と「セル生産方式」、「カ

イゼン」という取り組みを採用し、生産から配

送まで一貫して鮮度を適切に管理し、新鮮な商

品を必要な数だけ顧客に届けることができるよ

うになった。この④「商品の自社製造・生産方

式の革新」が「きのとや」の新たなOCとなっ

ていた。この一連の「きのとや」の成長と競争

優位獲得のための戦略転換のプロセスをまとめ

たものが、図８である。

4.3.2 フェーズⅡの特徴：1999年～2010
年

この時期の「きのとや」の成長プロセスにつ

いて、理論的には次のことが言える（図９参照）。

1999年当時、「きのとや」の戦略ポジショニン

グ（SP）は、「店舗や自社配送を通じて、自社

で製造した新鮮でおいしいショートケーキや
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「ハレ」の日のデコレーションのケーキをファ

ミリー層に提供する街のケーキ屋」というもの

であった。しかし、「きのとや」は、市場の競

争が激化するのを見て、SPの新たなリポジシ

ョニングを図ることとなった。多くの菓子製

造・販売にかかわる道内企業が観光客を主なタ

ーゲットとしていることから、「きのとや」で

も店舗での来店客を増やすことをめざした。そ

してSPとして①「観光客をターゲットに土産

物としてのお菓子を、空港などのお土産店で販

売する」ことを目指し、日持ちがして扱いやす

い菓子の製造を始めた。

JITへの取り組みを始めて以降、工場の生産

については、「きのとや」では多品種少量生産

とコスト管理、納期管理、品質管理を行うため

の取り組みが日々の努力としてすすめられてい

る。それは改善提案書に基づく「カイゼン」や、

「セル生産方式」を通じて行われる。このよう

な「商品の鮮度と手間暇をかけたおいしさを実

現し、同時に生産時間の短縮やロスの削減を行

うための能力」が、この時の新たな「きのとや」

の組織能力（OC）として実現されていると見

ることができる。この取り組みは、JITが導入

されて以降、徐々に試行錯誤のなかから自社独

自の取り組みとして現状に合うように工夫され

てきたものである21）。よってこのプロセスは、

漸進的なOCのイノベーションとみることがで

きる。

また「きのとや製菓」の設立、空港や百貨店

への出店などにみられる②「土産物のお菓子の

別会社による製造と流通販売網の構築」は、

「きのとや」のOCにかかわる活動と考えられる。

2003年ころからは、本格的に全国の顧客に商

品を販売することを目指し、本社において、イ

ンターネットなどを通じて一括して注文を受け

付け、通販にも対応できるようにした。この時、

新たに③「全国の顧客に日持ちのする商品を、

通信販売をつうじて販売すること」というSP

が新たに追加された。

2004年からは、「きのとや」は北海道という

図8．「きのとや」の成長と競争優位獲得のための戦略転換のプロセス
（フェーズⅠ：1983年～1998年）



地域の資源を活用した魅力ある商品づくりを目

指した。そして札幌という地域のイメージと地

元でとれる酪農産物を利用した商品を前面にア

ピールした商品を次々に生み出し続けている。

また競争の激化する札幌を、逆手にとってお菓

子の産業集積地とアピールすることで、道外か

らの顧客をよび、市場のパイを拡大し、地域の

活性化を図ろうと狙ったのである。これは、

「きのとや」の④「地域資源（ブランド）の活

用能力」であり、OCとして位置づけられる。

5．結論と今後の展望

5.1 結論
競争が厳しい洋菓子業界において、後発で市

場に参入した地域企業である「きのとや」の成

長要因として、以下の点が明らかとなった。

（１）「きのとや」の成功は、企業のスタートア

ップ時のあいまいな戦略ポジショニング

（SP）を素早く修正できたことにある。

たとえば、創業当初から「きのとや」は、

店の立地上のデメリットを認識していた。

また商品を自社生産し始めたことによっ

て、従来型の生産方式による問題点を認

識していた。このような企業による問題

意識の高さが、受注生産と全国初のケー

キの自社配送サービスを生み出し、これ

が結果として「きのとや」の成長を支え

る差別化ポイントとなったことである。
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（２）その後も「きのとや」では、成長段階に

応じて、競争環境の認識をもとにSPが再

定義されていた。たとえば、洋生菓子の

利益率の低さと札幌における市場の限界

および競争環境の認識が、「きのとや」に

よる、お土産・通販事業への参入と新商

品の開発を促すきっかけとなっていた。

またそのことが、その後の地域ブランド

の活用と、ケーキ屋の産業集積地として

地域を位置づけることにつながっている。

（３）「きのとや」は、積極的に外部とのかかわ

りを持ち、新たな生産方式や流通販売網

の構築を推し進めていた。藤本（2003）

は製品の競争力の源泉を次の２つに分類

している。一つは「表層の競争力」であ

る。これは価格、製品性能、信頼性、広

告宣伝、納期など、顧客や他社から直接

観察できる競争力のことである。二つ目

は、「深層の競争力」である。これは顧客

や他社からは観察することができないが

「表層の競争力」を支える組織能力の部分

であるとして、具体的には、生産性、生

産リードタイム、開発リードタイム、開

発工数、適合品質、設計品質などがあげ

られる。つまりこれによると、新たな生

産方式や流通チャネルの構築は、競争力

の源泉であり、SPを支える組織能力

（OC）獲得の行動と見ることができる。

（４）「きのとや」は、ケーキ業界で初めてJIT

を導入するにいたったが、その背景には、

「過去にとらわれない」企業姿勢が影響し

ていると考えられる。「きのとや」は商品

の中心的な価値である「鮮度とおいしさ」

を守るために妥協せず、他の生産過程で

の冷凍や薬品による既存の保存技術を活

用しようとしなかった。また同様に、大

規模な設備投資を必要とする機械化の導

入を進めていなかったため、容易に生産

方式を転換できたとみることができる。

（５）「きのとや」では、生産技術向上への取り

組みが、社員のモチベーションの向上に

影響するよう、仕組みづくりがなされて

いた。外部からもたらされた「カイゼン」

という取り組みは、導入するのはたやす

いが、その仕組みを意味のある制度とし

て社内に浸透させていくのは難しい。な

ぜならこの取り組みは、OCを内側から生

み出すイノベーションのプロセスであり、

いいかえるとそれは時間をかけて構築す

る組織学習のプロセスであるとみること

ができるからである。「きのとや」では、

「カイゼン」にかかわることで、社員は報

酬を得ることができる。この仕組みによ

って、社員のモチベーションが高まり、

組織学習が維持されているのである。

5.2 理論的含意
ここでは、企業の事例を分析した結果より理

論的含意を導出する。本研究の意義は、地域企

業の成長の要因を明らかにするために、戦略ポ

ジショニング構築のプロセスと組織能力の獲得

のプロセスを具体的に提示したことにある。そ

の中で、特に注目すべき点を以下に示した。

（１）戦略ポジショニング（SP）のプロセスで

は、ミンツバーグの「戦略クラフティン

グ」の側面と「戦略プランニング」の側

面が見受けられる。「きのとや」創業の段

階は、ミンツバーグ（1987）の主張する

「意図された戦略（intended strategy）」

による計画的な戦略策定プロセスとして

とらえることができる。しかしこれは有

効な戦略とはならず、後にSPは変更を余

儀なくされることになった。続いて、自

社製造を開始した後の段階では、「きのと

や」として新たなSPを探る必要性があっ

たと考えられる。企業の組織能力（OC）

となるべく獲得された生産技術によって、

新たに鮮度とロスの問題点が浮き彫りに

なり、それをSPによって解決する必要が

生じたのである。そこで、「きのとや」は

その対応を、受注販売や自社配送という



限定された市場での差別化集中戦略に求

めた。受注販売と自社配送の事前受付に

よって、顧客のニーズが事前にわかれば、

企業として生産すべき商品の種類と量、

そして生産する日時が分かり、生産され

た商品は確実に販売されるため、商品の

ロスと鮮度の劣化を回避できると考えた

のである。これは「実現された戦略

（realized strategy）」としてとらえられる

であろう。この戦略は、偉大な全知全能

のマネジャーによって長期的に計画され

るものではなく、「意図された戦略は実際

には予想外の出来事、たとえば事業環境

の変化や啓示的な直感、社内外からの影

響が交錯する中で、創発が起こることで、

埋められていく」ものである。その後の、

日持ちのする菓子を開発し、お土産店や

通信販売を活用した戦略展開は、「意図さ

れた戦略（intended strategy）」による

ものであるとみられる。

（２）OCについては、「きのとや」は必要な技

術を外部から獲得することによってイノ

ベーションを実現している。それは、技

術者の雇用やJITをはじめとする新たな生

産方式の導入（アウトサイド・イン・イ

ノベーション）から見ることができる。

「きのとや」にとって、外部から技術者を

招くということは、生産機能の内部化に

は必要であり、かつ重要であった。人材

や生産技術という外部資源の獲得は、自

社で時間をかけてじっくりと育成するよ

りも短時間で獲得することができるため、

企業にとっては導入しやすい。これは、

外部からもたらされる革新的なOCにおけ

るイノベーションと見ることができそう

である。

しかし、外部から人材を確保するとい

うことについては、「バッチ生産」という

業界の常識も取り入れるということにな

る。つまり、常識となっている既存の生

産方式の問題点も獲得してしまうのであ

る。資源獲得に伴う外部からの知識の移

転は、他社と同じレベルの生産機能とそ

れによって生み出される一定レベルの商

品の質を実現することを可能にするが、

同時に他社と同じ問題点も獲得してしま

う性質をはらんでいる。このように、外

部資源の獲得にはプラスとマイナスの側

面がある。

また、その後みられる、JITをはじめ

とする一連の新たな生産方式の外部から

の導入も、アウトサイド・イン・イノベ

ーションであると同時に、革新的なイノ

ベーションととらえられる。JITが導入

された背景には、次の理由がある。「きの

とや」は、「バッチ生産」から多種多様な

商品を小ロットで生産する「多品種少量

生産」方式へと生産方式を変更する必要

があった。もし企業が新たな生産技術を

自社内でじっくりと時間をかけて構築し

ていく方法（漸進的なイノベーション）

をとる場合、成果が出るまでに時間がか

かりすぎる。よって、これまでの業界の

常識を覆すような生産方式を導入するた

めには、外部とつながり、新たな技術を

獲得する必要があったのだ。このように、

すぐに問題を解決する方法を見つける必

要性があり、かつ従来とは異なる生産方

式の導入が求められる状況下においては、

外部からの知識の移転が必要であった。

ところが外部よりイノベーションがも

たらされる場合には、OCは本当の意味で

の組織能力の獲得にはつながりにくい。

なぜなら、OCは楠木（2010）によると

「模倣が困難な他社と異なる企業の独自能

力」でなければならないからである。つ

まり、外部資源の移転や模倣を伴う革新

的なOCにおけるイノベーションは、「カ

イゼン」のような取り組みが組織的に制

度化されている場合を除いて、長期にわ
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たる真の組織能力の構築はもたらさない。

必要なことは、組織内部でOC構築のため

の組織学習が促進されることである。つ

まりOCの真の意味でのイノベーション

は、社内の従業員の日々の地道な活動の

積み重ねの中から、内部資源の組み合わ

せをもとに、創発的に生み出されていく

ものである。またその取り組みが、企業

の成長と競争優位性の獲得を支えている。

これは、加護野（1999, p23）の主張に基

づいている。彼は、プロセスイノベーシ

ョンによる組織能力の獲得は、企業の強

みとなると主張する。

同様に、スピアー（2005）は、リーダ

ー企業と他社との経営力の差は、業務プ

ロセスに改善のプロセスがおりこまれて

いるところにある、と述べている。そこ

ではたとえば、業務プロセスの設計は、

問題の発生がすぐわかるように工夫され、

いざ問題が発生すれば、いかに些細なこ

とでもすぐさま対処される。また、ある

問題の解決策から得られた新たな知見は、

組織的に導入され、改善プロセスの設計

と改良、そしてその導入の能力をスタッ

フ全員が習得できるよう、監督者は絶え

ずサポートすることが求められる。

（３）「きのとや」においても金井（1985）によ

るベンチャー企業の成長・発展のプロセ

スと同様のプロセスがみうけられた。つ

まり、「きのとや」の成長は、スタートア

ップ期から成長期、成熟期まで進み、後

にドメインの再定義による第二の創業の

時期を迎えていたことがわかる。ドメイ

ンの再定義は、SPにかかわるものである。

これまでに示した企業の売上高推移をみ

ると、「きのとや」は創業から急成長し、

1999年ころまでには成長期から成熟期ま

での一連の企業のライフサイクルを経験

した時期とみることができるからである。

またその後お土産・通販事業への参入が

始まった2000年～2003年ころから再び売

上高が伸び、成長を続けている。

5.3 「きのとや」の今後の展望
今後、競争の激しい環境で生存を余儀なくさ

れている「きのとや」は、今後の将来ビジョン

として、①グループ売上高30億円の達成、②経

常利益10％の実現、③ショートケーキやデコレ

ーションケーキといった洋生菓子と土産物や通

販で扱える焼き菓子の比率を同じにすること、

を掲げている。さらに同社は、お土産市場の開

拓をすすめるため、北海道の良質な原材料とい

う地域の資源を活用し、品質とイメージの確保

を狙っている。そして現在、「お菓子の街札幌」

としてのイメージを醸成し、本州からの顧客を

呼び込むことで、競争が激化する札幌のケーキ

屋の共存共栄を目指している

これまで「きのとや」は、「ショートケーキ」

や「デコレーションケーキ」を中心に生産し、

多品種少量生産を主に人手に頼って行ってき

た。そしてそのための組織能力（OC）の構築

が長期にわたってすすめられてきた。「きのと

や」は今後、お土産用の「焼き菓子」や通販用

の「フレッシュスイーツ」「ギフト」での利益

拡大を狙うため、多品種大量生産を進めようと

するであろう。その場合、機械化も一部導入す

るかどうかを検討しなければならないであろ

う。

「手作り」のよさをどこまで維持し、社内で

「機械化」のよさをどのように取り入れ、活用

するかについて、「きのとや」がどのように今

後この問題を解決するかが課題である。その理

由は、「手作り」と「機械化」は、それぞれ求

められるOCが異なっていると考えられるため

である。

地域密着型の企業によっては、企業規模の小

さいことはよいこと、として急激な成長を志向

しない企業もある。だが、「きのとや」が北海

道の地域企業から、地域を代表する全国レベル

の企業へと成長を望むのであれば、「機械化」

による大量生産方式をうまく活かせるよう、新



たなOCを社内で獲得していく必要があるだろ

う。
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【注】
1）北海道経済産業局ウエブサイト「平成21

年度企業活動基本調査：別表Ⅰ：北海道統計表

１．産業別、企業数、事業所数、従業者数、資

産、負債及び純資産、売上高、総利益、営業費

用、営業利益、経常利益、当期純利益、付加価

値額、子会社・関連会社数」（http://www.

hkd.meti.go.jp/hoksr/h21kikatsu/index.htm）

を参考にした。

2）佐藤（2009）によると、北海道の企業の

経営は、創業時には自社商品の開発に大きなこ

だわりを持って臨んでおり、その意味で大企業

のマーケティング手法とは異なる。たとえば、

六花亭製菓の成長は、製品開発時点の偶然によ

ってヒット商品が次々と生まれたことによるも

のが大きい。そして多くの北海道の企業は、商

品開発での成功を経て、次の成長へのステップ

として販路を開拓していく傾向にある。

3）経済産業省経済産業政策局調査統計部

「平成２１年工業統計表「品目編」データ（平

成23年３月31日公表・掲載）第１部　製造品に

関する統計表」（http://www.meti .go . jp/

statistics/tyo/kougyo/result-2/h21/kakuho/

hinmoku/index.html）を参照。

4）1981年～1987年までの北海道の食料品製

造業の動向を「北海道『工業統計調査結果報告

書』」をもとに分析した結果では、「生菓子」、

「その他パン・菓子」、「あん類」は製品出荷額

では「漸増」であるが、事業所数では「停滞」

している業種であり、製造業種としては成熟化

しているということが言われている。加えて、

1992年ごろには、本州の大手製パン製菓メーカ

ーの進出に伴い、成熟市場における競争がます

ます激しくなってきていたようである（小山・

大久保, 1993）。

5）経済産業省経済産業政策局調査統計部，

前掲書。

6）この説明では、中小企業の環境適応を分

析するためには、経営戦略論や組織論の視点か

らのアプローチが求められており、組織の環境

適応には組織的な要因が大きくかかわっている

と考えるべきであるという。たとえば、そのな

かでは組織の環境適応を進化現象としてとらえ

ようとする組織学習の理論からのアプローチ

や、経営戦略の視点による環境適応を可能にす

るための「見えざる資産」や企業の独自能力

（distinctive competence）に着目すべきである

としている。

7）SPとは、「他社と違うところに自社を位

置づける」ことであり。OCとは「さまざま日

常業務の背景にあるその会社に固有の“Ways

of doing things”（物事のやり方）」のことであ

る。

8）これを拡散（divergence：安定や均衡か

ら離れること）と収斂（convergence：安定や

均衡へと戻っていくこと）とよんでいる。そし

て創造的な企業がイノベーションを起こすため

には、積極的に拡散と収斂のプロセスを生み出

すことが必要であると述べている。

9）坂本（2009）によると組織能力（OC）と

は、企業に持続的競争優位を実現させる鍵とな

ると言われているが、組織能力概念は大きく混

乱している。ワーナーフェルト（1984）やバー

ニー（2002）が提唱している資源ベース論やプ

ラハラードとハメル（1990）によるコア・コン

ピタンス論などのように、類似の概念を用いる

ことによって組織の能力について着目する理論

がある。そこで用いられる資源や組織能力、コ

ア・コンピタンスといった概念は、同一の意味

合いを付与されているわけではないが、こうし

た概念間の違いを議論するのは意味がないと論
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じている。

10）ブレイクスルーとは、これまで企業が直

面してきた課題を克服するための何らかの解決

策を見出す現象とする。

11）経済産業省北海道経済産業局（2011）

「道内機械産業の食品加工分野参入による食ク

ラスターの展開促進可能性（http://www.

hkd.meti.go.jp/hokis/shoku_tenkai/report.pdf）

を参照。

12）宣伝会議北海道本部（2008）「地域の注

目企業の広告戦略」『宣伝会議』, 12月１日, 754

号，株式会社宣伝会議，p.92をもとに作成。

13）宣伝会議北海道本部，前掲書。

14）宣伝会議北海道本部，前掲書。

15）現在日本国内で「きのとや」と同じ生産

方式を採用している企業に芦屋に本店を構える

「アンリ・シャルパンティエ」がある。この企

業は、「きのとや」で生産方式を学び、その後

持ち帰った技術をもとに工場の建設と生産方式

の改善を行っている。

16）財団法人札幌産業振興財団（2006）「札

幌の技術2006年ものづくり編（きのとや」

（http://www.sec.jp/genki/?p=2874）を参照。

17）財団法人札幌産業振興財団，前掲書。

18）中小企業基盤整備機構　事業承継・知的

資産経営支援室「魅力発信レポート2009年版

株式会社　きのとや」，pp.1-16を参考にした。

19）中小企業基盤整備機構　事業承継・知的

資産経営支援室，前掲書。

20）中小企業基盤整備機構　事業承継・知的

資産経営支援室，前掲書。

21）「きのとや」社内でのインタビューでは、

JITの導入時期やその時期のエピソードは聞く

ことができたが、この時期のOCの変革の内容

については、明確な回答を得られなかった。こ

れは、OCが当たり前のものとして組織に受け

入れられており、OCの変化が社員も気づかな

いほどゆっくりと一貫して進んでいるものであ

るためであると考えられる。
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